
　本書は、特許の実務家を目指す方が容易に特許法の内容及び実務上の重要

点を理解でき、さらに、弁理士受験生が弁理士本試験レベルの知識を十分に

習得できるようにすることを目的として執筆されました。

　このため、本書では、特許法の全体像を法目的及び手続の切り口の両面から

捕らえると共に、重要規定を容易に理解できるよう、随所に図解を取り入れま

した。また、重要判例及び実務の話を随所に盛り込むことで、実務的な観点か

ら特許法の理解を可能にすると共に、特許法全般について、重要論点を多く盛

り込むことで、かなりハイレベルな知識も習得できるようにしました。さらに

今回の改訂では、平成 23 年法改正について可能な限り平易かつ深いレベルで

盛り込むと共に、特に難解な審判における、「請求項ごとの請求」や「審決確定

の範囲」という新たな概念について詳述しました。

　特許法の初学者の方には、特許法の全般的な理解を目的とする平易な入門

書として、また、弁理士を目指す方には弁理士本試験合格レベルまで特許法

の理解を高めるための書籍として、さらに、実務家の方には実務上問題とな

る法律を理解、確認するための特許法の辞書代わりとして、ご活用いただき

たい一冊です。
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図解・判例・実務の話を多数盛り込み、
重要事項・論点について詳細に解説
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改訂４版　解説特許法　主要目次

改訂4版　解説特許法 を
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お客様の情報は、商品や請求書の発送、新刊書やセミナー・説明会等の各種ご案内などの当会事業活動に限って使用させて頂いております。
お客様の情報の変更・訂正・削除が必要な場合及び各種ご案内が不要の場合は、下記までご連絡下さい。

前　書/序　章　

第1章　特許法の法目的（第1条）
　法目的における「保護と利用」の意義
　特許法における発明の保護
　発明の利用
　発明の奨励
　まとめ
第2章　特許要件（49条各号）
　主体的要件（特許権の主体）
　客体的要件
第3章　特許出願から特許権発
生までの手続き
　特許出願（36条）
　発明の単一性（37条）
　外国語書面出願制度（36条の2）
　出願公開制度（64条）等
　出願審査請求制度（48条の2など）
　実体審査
　出願人が行う手続き
第4章　特許権発生前の保護
　特許を受ける権利による保護
　特許を受ける権利の共有
　特許を受ける権利を有しない者による
特許出願に対する対処
　仮専用実施権（34条の2）、仮通常実施
権（34条の3）
　従業者等の発明の取り扱い
　補償金請求権（65条）
第5章　特許権　
　特許権の発生、維持　
　特許権の効力（68条）
　特許権の効力の制限
　特許権の変動
　特許権の移転請求権(74条）
　特許権の消滅
第6章　特許権の存続期間（67条1項）
及び延長登録制度（67条2項~67条の4）
　特許権の存続期間（67条1項）
　特許権の存続期間の延長登録制度（67
条2項~67条の4）
第7章 特許発明の技術的範囲
　特許発明の技術的範囲について
　特許発明の技術的範囲の判断基準
　均等論に基づく均等判断
　判定制度（71条）

第8章　特許権の侵害
　特許権の直接侵害
　特許権の間接侵害（101条）
　侵害に対する民事上の救済措置
　営業秘密の保護規定
　再審の訴えにおける主張の制限
　特許権侵害に基づく罪
第9章　特許権の共有
　立法趣旨
　特許権が共有となる場合
　特許権が共有となる場合の特則（73条等）
第10章　実施権
　専用実施権（77条）と許諾による通常実
施権（77条4項、78条）　

　法廷実施権
　裁定実施権（83条~93条）
　通常実施権の転得者対抗要件
　通常実施権についての第三者対抗要件
第11章　審判制度
　拒絶査定不服審判（121条）
　前置審査制度（162条）
　訂正審判（126条）
　特許無効審判（123条）
　延長登録無効審判（125条の2）
　職権主義（150条~153条）について
　除斥、忌避
　審理併合、分離（154条）
　審判と訴訟との関係
　審判における費用負担など（169条）
第12章　特許法における行政処
分に対する不服申立
　不服申立手段の概要
　審決取消訴訟（178条~182条）
第13章　再審制度
　立法趣旨
　再審請求の要件
　再審の審理
　再審の終了
　不服申立
第14章　パリ条約に基づく優先
権制度
　パリ条約優先権制度の立法趣旨
　日本の特許出願に対してパリ条約の優
先権の利益を享受するための要件

　パリ条約の例による優先権主張（43条の2）
　パリ条約優先権等の主張の取り下げ、放棄

第15章　特許協力条約に基づく
国際出願の特例
　特許協力条約
　特許協力条約に基づく国際出願に係る
特例（184条の3から184条の20）

　わが国への移行手続き（184条の
3~184条の6）
　国際段階における補正の取扱い（184
条の7~184条の8）
　国内公表制度（184条の9）
　手続の特例
　その他
　みなし国際出願（184条の20）
第16章　総　則
　期　間（3条~6条）
　手続能力
　代　理
　複数当事者の相互代表（14条）
　在外者の裁判籍
　手続補正（17条）と手続却下（18条、18
条の2）
　願書等の提出の効力発生時期（19条）　
　手続きの効力の承継等　
　外国人の権利の享有（25条）
　条約の効力（26条）
　特許原簿への登録（27条）
第17章　刑事罰など
　侵害罪
　詐欺の行為の罪
　虚偽表示の罪
　宣誓した証人、鑑定人又は通訳人によ
る偽証罪などの罪
　秘密を漏らした罪　
　秘密保持命令違反の罪
　両罰規定
　刑事罰のまとめ
　過　料

事項索引
条文索引
判例索引


